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平成１５年５月３１日まで 



部門別の概況 
 
〔ビル用建材部門〕 
　ビル建築市場は企業の設備投資の減少などにより厳しい環境が

続きましたが、ハンガー引戸「アドナスⅡ」などの医療福祉施設向け

バリアフリー対応商品、太陽電池一体型アルミ建材や断熱樹脂サッ

シなど環境関連商品のほか、リフォーム、セキュリティといった今後成

長が期待できる分野での拡販を図ってまいりました。選別受注によ

る販売価格の改善とコストダウンの推進に努めるとともに、新技術・

新商品の提案営業力を強化いたしました。その結果、売上高は739

億89百万円（前期比0.9％増）となりました。 
 

〔住宅用建材部門〕 
　30歳代の若年層をターゲットとした新提案「トレンディ・ハウジング・

プロジェクト」シリーズとして発売した、飾り窓「アクセントシリーズ」や

木調玄関ドア「サンナチュレ」の拡販、インテリア建材「ウッデリアＢＳ

シリーズ」のバリエーションを拡充いたしました。また、シャンパングレ

イ色による他社との差別化商品を軸として、ホームビルダー・代理店

の新規開拓や店内のシェアアップを図るとともに、リフォーム事業を強

化・育成し、縮小する新築市場をカバーする体制を推進したほか、

収益体質への変革を目指し、販売会社・関連会社を中心とした強

固な販売網の再編に努めてまいりました。その結果、売上高は691

億81百万円（前期比4.2％増）となりました。  

〔エクステリア建材部門〕 
　戸建て住宅向けにスペース提案型商品「Ｕ．スタイル」や外構

のトータルな防犯を提案する「庭用心」の機能充実に加え、新世

代向けに個性的で色彩豊かな布素材のガーデンスクリーンや板

張り調門扉など生活提案型の差別化商品を推進し、リフォーム市

場でも当社の独自性や優位性の拡大を図りました。公共・景観エ

クステリア向けには、太陽光や風力を利用した防護柵一体型照

明やバリアフリー建材の拡販、建築基準法適合のアルミ製通路シェ

ルター「ブレラウェイＳ」を発売し、都市空間に安全・意匠・機能性

を提案する商品への注力を図りました。さらに、インターネットを駆

使した情報支援体制を充実し、代理店・販工店、設計事務所、エ

ンドユーザーへの提案力を強化いたしました。その結果、売上高

は348億79百万円（前期比1.1％増）となりました。 

〔マテリアル他部門〕 
　マテリアル部門において、合金・押出・表面処理技術を一層活用

し、さらなるマーケットイン商品開発の充実とスピードアップを図るとと

もに、自動車・構造材・エネルギー・福祉など成長分野に対する重点

的な提案営業を展開したほか、新規分野として環境にやさしいアル

ミ製浮子「あるみっ子」を発売し、事業領域の拡大に努めてまいりま

した。また、今後の市場形成への期待が大きいマグネシウム商品の

開発などにも積極的に取り組んでまいりました。その結果、売上高は

139億34百万円（前期比80.2％増）となりました。 

 

設備投資および資金調達の状況 
①　当期における設備投資の総額は約14億36百万円であります。 

　　主なものといたしましては、生産ラインの再構築や生産設備の

合理化、経常投資としての金型投資を行いました。 

②　当期中は増資あるいは社債発行による資金調達はありません。 

 

企業結合の状況（重要な子会社の状況） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈企業結合の成果〉 

　連結対象子会社は、上記に記載の５社を含め33社、持分法適用

会社は56社であります。 

　当期の連結売上高は2,184億87百万円（前期比1.8％増）となり

ました。また、連結当期純利益は50億98百万円（前期比701.9％増）

となりました。 

株主の皆様へ 

（注） 協立アルミ株式会社、富山合金株式会社および三協化成株式会社は、それ
ぞれ平成15年４月１日をもって当社と株式交換を行い、当社の完全子会社とな
りました。 

ア ル ミ ビ レ ッ ト 鋳 造  

 

サッシその他建築資材の運送取扱 

アルミ鋳物製品の製造販売 

会　　社　　名 資本金 
当社の議 
決権比率 主要な事業内容 

１,０００ 

１,０００ 

６００ 

３００ 

２００ 

百万円 

１００.００ 

１００.００ 

１００.００ 

１００.００ 

  ９１.２５ 

％ 

協立アルミ株式会社 

富山合金株式会社  

三協化成株式会社  

三協物流サービス株式会社 

サンクリエイト株式会社 

インテリア建材およびその他の 
住宅用建材の製造販売 

樹脂建材および建材用部品の 
製造販売 



業績および財産の推移 

（注）１. 
　　　２.

売 上 高 総資産・純資産・自己資本比率（各期末現在） 

従業員の状況 

部門別売上高 

（平成15年5月31日現在） 

△印は損失を示します。 
１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により、また、１株当たり純資産は期末   発行済株式総数によって算出しております。なお、第57期の１株当たり当期純利益および第57期 
以降の１株当たり純資産につきましては、期中平均発行済株式総数および期末発行済株   式総数から自己株式数を控除して算出し、 また、第58期の１株当たり当期純利益は、「１株当たり 
当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に   関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）に基づいて算出しております。 

ビル用建材製品 
73,263百万円 
　（40.3％） 

マテリアル他 
7,732百万円（4.3％） 

住宅用建材製品 
66,362百万円 
　（36.5％） 

エクステリア 
建材製品 
34,485百万円 
　（18.9％） 
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第５８期 

１,９１９ 

ビル用建材製品 
73,989百万円 
　（38.5％） 

マテリアル他 
13,934百万円（7.3％） 

住宅用建材製品 
69,181百万円 
　（36.0％） 

エクステリア 
建材製品 
34,879百万円 
　（18.2％） 

27.7

524

1,894

区　分 

第　55　期 

第　56　期 

第　57　期 

第　58　期 

売 上 高 

195, 498 

183, 573 

181, 844 

191, 985

百万円 

営業利益 

848 

△4, 113 

4 , 193 

10 , 846

百万円 

経常利益 

489 

△5, 731 

2 , 445 

9 , 148

百万円 

当期純利益 

△ 1, 501 

△20, 559 

1 , 149 

4 , 400

百万円 

総 資 産 

214, 099 

197, 044 

199, 030 

189, 439

百万円 

純 資 産 

59, 318 

40, 955 

48 , 391 

52 , 472

百万円 

1株当たり 
純 資 産 

232. 66 

160. 64 

172. 09 

191. 96

円 

１株当たり 
当期純利益 

△ 5. 88 

△80. 64 

4 . 29 

16 . 05

円 

1株当たり 
配 当 金 

0. 00 

0 . 00 

0 . 00 

2 . 50

円 

従業員数 
前期末比 
増　　減 

区　　分 

男　　性 

女　　性 

合　　計 

36名減 

57名減 

93名減 

平均年令 

42. 3才 

37. 0才 

41. 2才 

20. 1年 

15. 1年 

19. 1年 

平　　均 
勤続年数 

3, 760名 

945名 

4, 705名 



決 算 事 項 

貸 借 対 照 表  
（平成15年5月31日現在） （単位：百万円） 

損 益 計 算 書  
（平成14年6月1日から平成15年5月31日まで） （単位：百万円） 

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

科　　　　目 金　　額 

（資 産 の 部） 

科　　　　目 金　　額 

（負 債 の 部） 

資　産　合　計 負債及び資本合計 

科　　　　　目 金　　　　　額 

売 上 高  
売 上 原 価  
販売費及び一般管理費 

営　業　利　益 
 
 
受 取 利 息  
受 取 配 当 金  
保 険 配 当 金 等 収 入  
賃 貸 収 入  
そ の 他  
 
支 払 利 息  
売 上 割 引  
退 職 給 付 費 用  
そ の 他  

経　常　利　益 
 
 
 
固 定 資 産 売 却 益  
投資有価証券売却益  
信 託 受 益 権 売 却 益  
 
固 定 資 産 売 却 損  
固 定 資 産 除 却 損  
投資有価証券売却損  
投資有価証券評価損  
投資有価証券償還損  
会 員 権 売 却 損  
会 員 権 等 評 価 損  
貸 倒 引 当 金 繰 入 損  
 
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額  
 
前 期 繰 越 利 益  
利 益 準 備 金 取 崩 額  
土地再評価差額金取崩額 

営 業 損 益 の 部  
 
 
 
 
営 業 外 損 益 の 部  
営 業 外 収 益  
 
 
 
 
 
営 業 外 費 用  
 
 
 
 
 
 
 
特 別 利 益  
 
 
 
特 別 損 失  
 
 
 
 
 
 
 
 
税引前当期純利益 
 
 
当 期 純 利 益  
 
 
 
当 期 未 処 分 利 益  

経 常 損 益 の 部 

特 別 損 益 の 部 

現金及び預金 
受 取 手 形  
売 掛 金  
商 品  
製 品  
原 材 料  
仕 掛 品  
貯 蔵 品  
前 払 費 用  
未 収 入 金  
その他の流動資産 
貸 倒引当金  
 
 
 
 
建 物  
構 築 物  
機械及び装置 
車両及び運搬具 
工具器具及び備品 
土 地  
建設仮勘定  
 
借 地 権  
ソフトウェア  
その他の無形固定資産 
 
投資有価証券 
子会社株式  
出 資 金  
長期貸付金  
従業員長期貸付金 
破産、更生債権等 
長期前払費用 
敷 金  
その他の投資 
貸 倒引当金  

流 動 資 産  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
固 定 資 産  
有形固定資産 
 
 
 
 
 
 
 
無形固定資産 
 
 
 
投資その他の資産 

支 払 手 形  
買 掛 金  
短期借入金  
 
 
未 払 金  
未払法人税等 
未払消費税等 
未 払 費 用  
前 受 金  
預 り 金  
設備関係支払手形 
その他の流動負債 
 
 
長期借入金  
 
 
退職給付引当金 
役員退職給与引当金 
その他の固定負債 

一年内に返済予定の 
長 期 借 入 金  

資本金及び資本 
準備金減少差益 

再評価に係る 
繰延税金負債 

流 動 負 債  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
固 定 負 債  

（資 本 の 部） 

資本準備金  
その他資本剰余金 
 
 
 
当期未処分利益 

資 本 金  
資 本 剰 余 金  
 
 
 
 
利 益 剰 余 金  
 
土地再評価差額金 
株式等評価差額金 
自 己 株 式  

１８９,４３９ 

９１,４６８ 
１２,３００ 
４０,８２９ 
２６,６７０ 
１,４４７ 
１,４６９ 
３,５３１ 
８,８４３ 
２９７ 
５７ 

１,１９５ 
８２４ 

△５,９９８ 
 
 

９７,９７０ 
７３,３６８ 
２６,６５８ 
１,３７６ 
７,１１１ 
１４ 

１,９０９ 
３６,２９５ 

３ 
２９３ 
９６ 
９９ 
９７ 

２４,３０８ 
１０,３５７ 
７,０４６ 
１１ 

３,１２５ 
４８７ 
４,８７２ 
８２ 

１,４４０ 
１,６１２ 
△４,７２８ 

１３６,９６６ 

１８９,４３９ １８９,４３９ 

９９,７７８ １９１,９８５ 
１４４,１７４ 
３６,９６４ 
１０,８４６ 

 
 
 
 
 
 

１，４８７ 
 
 
 
 

３，１８５ 
９,１４８ 

 
 
 
 
 

２０３ 
 
 
 
 
 
 
 
 

５,２０２ 
４,１４９ 
１１０ 

△   ３６０ 
４,４００ 
３,０６４ 
３５９ 
５０２ 
８,３２６ 

 
 
 
 
 
 

８３ 
９３ 
１４４ 
６２８ 
５３６ 
 

１,５８８ 
４０９ 
６３９ 
５４８ 
 
 
 
 

３２ 
８９ 
８１ 
 

１,１５７ 
２５８ 
２４９ 
２,０９５ 
２８ 
１５ 
４７ 

１,３５０ 

２１,３３６ 
２２,４７５ 
２１,７４５ 

 
 

４,３９３ 
９７ 

１,１４３ 
２,９９９ 
５,０５６ 
４０３ 
７９ 
１７９ 
 

３７,１８８ 
２６,５１２ 

 
 

７,７８４ 
３４８ 
２８４ 
 
 

５２,４７２ 

２８,３９９ 
１３,００２ 
８，９９７ 
４，００４ 

 
 

８,３２６ 
８，３２６ 
３,３２７ 
△   ５８１ 
△   １ 

 

２,２５９ 

１９,８６７ 

４,００４ 



貸借対照表および損益計算書に関する注記 
 
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
２．子会社に対する短期金銭債権 
　　子会社に対する短期金銭債務 
　　子会社に対する長期金銭債権 
　　子会社に対する長期金銭債務 
 
３．有形固定資産の減価償却累計額 
 

４．重要なリース資産 
　　貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している各
　　種コンピューター機器および営業用車両があります。 
 
５．担保に供している資産 
　　受　取　手　形 13, 782百万円 建　　　　　　物 17, 223百万円 
　　構　　築　　物 324百万円 機 械 及 び 装 置 6, 445百万円 
　　工具器具及び備品 7百万円 土　　　　　　地 16, 723百万円 
　　投 資 有 価 証 券 2, 140百万円 
 
６．発行済株式総数および当社が保有する自己株式数 
　　発行済株式総数　　　　　　　　　　　　普通株式 
　　自 己 株 式 数　　　　　　　　　　　　普通株式 
 
７．保 　 証 　 債 　 務 

（共同連帯保証による実質他社負担額796百万円を含む） 
 
８．期 末 日 満 期 手 形 
　　期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。 
　　なお、当会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期
手形が期末残高に含まれております。 

　　受　取　手　形 2, 608百万円 支　払　手　形 298百万円 
 
９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、
事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金（合併受入れによるもの
を含む）を資本の部に計上しております。 

　　　再　　評　　価　　の　　方　　法 
主に、土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政
令第119号）第２条第５号によるところの鑑定評価による方法とし
ておりますが、一部については、同条第４号によるところの地価税
の計算のために公表された方法により算定した価額に合理的な調整
を行う方法としております。 

　　　再　評　価　を　行　っ　た　年　月　日 
　　　再評価を行った土地の当期末における 
　　　　時価と再評価後の帳簿価額との差額 
 
10．１株当たりの当期純利益 
 
11．子会社との取引高 
　　売　　　　上　　　　高 
　　仕　　　　入　　　　高 
　　仕入高以外の営業取引高 
　　営業取引以外の取引高 

決 算 事 項 

 
 
 
 

12, 013百万円 
10, 494百万円 
2, 403百万円 

7百万円 
 

120, 745百万円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

273, 357, 759株 
11, 615株 

 
3, 852百万円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成13年５月31日 
 

2, 220百万円 
 

16円05銭 
 
 

19, 224百万円 
20, 858百万円 
12, 892百万円 

11百万円 

12．税効果会計に関する事項 
　（1）繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
　　（繰延税金資産） 
　　　　　一括償却資産否認 
　　　　　たな卸資産評価損否認 
　　　　　貸倒引当金繰入限度超過額および貸倒償却否認 
　　　　　退職給付引当金および役員退職給与引当金繰入 
　　　　　限度超過額 

　　　　　未 払 費 用（賞与等） 
　　　　　投資有価証券評価損否認 
　　　　　繰　越　欠　損　金 
　　　　　そ　　　の　　　他 
　　　　繰延税金資産小計 
　　　　　評価性引当金 
　　　　繰延税金資産純額 
　　（繰延税金負債） 
　　　　　土地再評価に係る繰延税金負債 
　（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差
　　　異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 
　　　　法定実効税率 
　　（調　整） 
　　　　　再評価に係る繰延税金負債取崩 
　　　　　交際費等永久に損金に算入されない項目 
　　　　　住民税均等割 
　　　　　評価性引当金取崩 
　　　　税効果会計適用後の法人税等負担率 
　（3）地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第９号）が平成15年３

月31日に公布されたことに伴い、「再評価に係る繰延税金負債」に使用し
た法定実効税率は、前期の41.7％から40.4％に変更されております。 

　　　その結果、「再評価に係る繰延税金負担」が72百万円減少し、「土地再評価
差額金」が同額増加しております。 

 
13．退職給付債務に関する事項 
　（1）採用している退職給付制度の概要 
　　　当社は確定給付型の制度として、厚生年金制度、適格退職年金制度およ

び一時金制度を設けております。 
　（2）退職給付債務に関する事項 
　　　　①退職給付債務 
　　　　②年 金 資 産 
　　　　③未積立退職給付債務（①＋②） 
　　　　④会計基準変更時差異の未処理額 
　　　　⑤未認識数理計算上の差異 
　　　　⑥退職給付引当金 
　（注）厚生年金基金の代行部分も含めて記載しております。 
　（3）退職給付費用に関する事項 
　　　　①勤 務 費 用 
　　　　②利 息 費 用 
　　　　③期待運用収益 
　　　　④従業員負担の拠出金 
　　　　⑤数理計算上の差異の費用処理額 
　　　　⑥会計基準変更時差異の費用処理額 
　　　　⑦退職給付費用 
　（4）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
　　　　①割　引　率 
　　　　　なお、当会計年度末に割引率を見直し、上記（2）①の退職給付債務
　　　　　は割引率2.0％を適用しております。 

 
 
 

236百万円 
723百万円 
4, 252百万円 

3, 067百万円 
 

873百万円 
4, 426百万円 
2, 123百万円 
293百万円 

15, 997百万円 
△15, 997百万円 

―　　　 
 

2, 259百万円 
 
 

41. 7％ 
 

△ 8. 6％ 
7. 0％ 
2. 6％ 

△48. 7％ 
△ 6. 0％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

△83, 650百万円 
41, 663百万円 

△41, 986百万円 
7, 748百万円 
26, 453百万円 

△ 7, 784百万円 
 
 

2, 648百万円 
1, 898百万円 

△ 1, 129百万円 
△ 342百万円 
1, 558百万円 
639百万円 
5, 273百万円 

 
2. 5％ 



会 計 方 針 の 変 更 
 
１．自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 
　　当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会
計基準委員会　平成14年２月21日　企業会計基準第１号）を適用しており
ます。この変更による当期の損益に与える影響は軽微であります。 

２．１株当たり当期純利益に関する会計基準等 
　　当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員
会　平成14年９月25日　企業会計基準第2号）および「１株当たり当期純
利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成14年９月
25日　企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。この変更によ
る影響額はありません。 

決 算 事 項 

利　益　処　分 （単位：円） 

当 期 未 処 分 利 益  

 

利 益 配 当 金  

（１株につき２円50銭） 

次 期 繰 越 利 益  

8, 326, 416, 028 

 

683, 365, 360 

 

7, 643, 050, 668

これを次のとおり処分いたします。 

　　　　②期待運用収益率 
　　　　③退職給付見込み額の期間配分方法 
　　　　④数理計算上の差異の処理年数 
　　　　⑤会計基準変更時差異の処理年数 
 
 

重 要 な 会 計 方 針  
 
１．有価証券の評価基準および評価方法 
　　　子会社株式および関連会社株式………………移動平均法による原価法 
　　　そ　の　他　有　価　証　券 
　　　　　時　価　の　あ　る　も　の………………決算末日の市場価格等に 

基づく時価法 
　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動
　　　　　　　　　平均法により算定しております。） 
　　　　　時　価　の　な　い　も　の………………移動平均法による原価法 
 
２．たな卸資産の評価基準および評価方法……………移動平均法による原価法 
 
３．固定資産の減価償却の方法 
　　有 形 固 定 資 産…………………………………………………定　率　法 

ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）につ
いては、定額法によっております。 

　　無 形 固 定 資 産…………………………………………………定　額　法 
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法によっております。 
 

４．引当金の計上基準 
　　貸　倒　引　当　金　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収の可能性を検討し回収不能見込額を計
上しております。 

　　退 職 給 付 引 当 金　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退
職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しており
ます。 

　　　　　　　　　なお、会計基準変更時差異（9, 586百万円）については、15
年間による按分額を営業外費用に計上しております。数理
計算上の差異については、従業員の平均残存勤務期間内の
一定の年数による定額法により翌期から費用処理しており
ます。 

　　役員退職給与引当金　役員に対する退職給与・退職慰労金の支給にあてる
ため、内規に基づく期末要支給額の100％を設定しており
ます。役員退職給与引当金は商法施行規則第43条に規定す
る引当金であります。 

 
５．リース取引の処理方法 
　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっております。 

 
６．ヘッジ会計の方法 
　　ヘッジ会計対象取引は金利スワップのみであり、また該当取引はすべて特
例処理の条件を満たしているため、特例処理を行っております。 

 
７．消費税および地方消費税は、税抜きの会計処理を行っております。 

2. 5％ 
期間定額基準 

12年 
15年 



連 結 決 算 （ご参考） 

連結貸借対照表  
（平成15年5月31日現在） （単位：百万円） 

連結損益計算書  
（平成14年6月1日から平成15年5月31日まで） （単位：百万円） 

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

科　　　　目 金　　額 

（資 産 の 部） 

科　　　　目 金　　額 

（負 債 の 部） 

（少数株主持分） 

資　産　合　計 負債、少数株主持分 
及 び 資 本 合 計 

科　　　　　目 金　　　　　額 

 

売 上 総 利 益 

 

営　業　利　益 

 

受 取 利 息  

受 取 配 当 金  

保 険 配 当 金 等 収 入  

連結調整勘定償却額  

そ の 他  

 

支 払 利 息  

退 職 給 付 費 用  

持分法による投資損失 

そ の 他  

経　常　利　益 

 

 

固 定 資 産 売 却 益  

投資有価証券売却益  

信 託 受 益 権 売 却 益  

そ の 他  

 

固 定 資 産 除 却 損  

固 定 資 産 売 却 損  

投資有価証券評価損  

投資有価証券売却損  

貸 倒 引 当 金 繰 入 損  

そ の 他  

 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額  

少 数 株 主 利 益  

売 上 高  

売 上 原 価  

 

販売費及び一般管理費 

 

営 業 外 収 益  

 

 

 

 

 

営 業 外 費 用  

 

 

 

 

 

 

特 別 利 益  

 

 

 

 

特 別 損 失  

 

 

 

 

 

 

税金等調整前当期純利益 

 

 

 

当 期 純 利 益  

現金及び預金 

受取手形及び売掛金 

有 価 証 券  

たな卸 資 産  

繰延税金資産 

そ の 他  

貸 倒引当金  
 

 

 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

土 地  

そ の 他  

 

 

投資有価証券 

長期貸付金  

繰延税金資産 

そ の 他  

貸 倒引当金  

流 動 資 産  

 

 

 

 

 

 

 
 

固 定 資 産  

有形固定資産 

 

 

 

 

無形固定資産 

投資その他の資産 

支払手形及び買掛金 

短期借入金  
 

 

未払法人税等 

繰延税金負債 

そ の 他  

 
 

社 債  

長期借入金  

退職給付引当金 

役員退職給与引当金 

繰延税金負債 

 
 

そ の 他  

一年内に返済予定の 
長 期 借 入 金  

再評価に係る 
繰延税金負債 

流 動 負 債  

 

 

 

 

 

 
 
 

固 定 負 債  

資 本 金  

資 本 剰 余 金  

利 益 剰 余 金  

土地再評価差額金 

 
 

自 己 株 式   

２１２,０２３ 

１０６,８００ 

１６，１９５ 

７２，９１８ 

１２ 

１８，７２４ 

１７５ 

２，０７０ 

△３，２９６ 
 

１０５,２２３ 

８６,２６８ 

３２，９８６ 

９，５５５ 

４１，５４２ 

２，１８３ 

４０４ 

１８，５５０ 

１２，４９２ 

１，６０６ 

３３９ 

８，７１５ 

△４，６０３ 

１５７,３９０ 

２１２,０２３ ２１２,０２３ 

８８５ 

（資 本 の 部） ５３,７４７ 

１１５,０８１ 
２１８,４８７ 

１６４，８７９ 

５３,６０７ 

４１，７１７ 

１１,８８９ 

 

 

 

 

 

２，０５８ 

 

 

 

 

４，６５６ 

９,２９２ 

 

 

 

 

 

２４２ 

 

 

 

 

 

 

４，３６２ 

５,１７１ 

４６１ 

△５５４ 

１６６ 

５,０９８ 

 

 

 

 

 

 

５１ 

９３ 

４１３ 

７１６ 

７８３ 

 

１，７９９ 

７３０ 

１，０７７ 

１，０４９ 

 

 

 

３６ 

８９ 

８１ 

３４ 

 

３０７ 

１，１８８ 

１，９２３ 

２５９ 

５４３ 

１３９ 

４９，６０２ 

２６，０６６ 

 
 

３０５ 

２４ 

１６，７８９ 
 

４２,３０９ 

50 

２９，５９６ 

９，０２９ 

５０１ 

３５１ 

 
 

２９１ 

２，４８９ 

２２，２９３ 

その他有価証券
評 価 差 額 金  

２８,３９９ 

１２,５１９ 

９,７８５ 

３,６６６ 

 
 

△７７ 

△５４５ 



　　②た　な　卸　資　産　主として、移動平均法による原価法によっており

ます。 
 

２．重要な減価償却資産の減価償却方法 

　　①有 形 固 定 資 産　定率法によっております。 

ただし、平成10年４月1日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法によって

おります。 

　　②無 形 固 定 資 産　定額法によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。 
 

３．重要な引当金の計上基準 

　　①貸　倒　引　当　金　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収の可能性

を検討し回収不能見込額を計上しております。 

　　②退 職 給 付 引 当 金　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計期間

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計期間末において発生している

と認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（10,785百万円）につい

ては、15年間による按分額を費用計上しておりま

すが、一部連結子会社は金額が僅少のため、前連

結会計期間に一括償却しております。 

数理計算上の差異については、従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数による定額法により翌期

から費用処理しております。 

　　③役員退職給与引当金　役員に対する退職給与・退職慰労金の支給にあて

るため、一部の連結子会社を除き、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。 

 

４．リース取引の処理方法 

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 

５．消費税等の会計処理 

　　税抜きの会計処理を行っております。 

 

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっております。 

連 結 決 算 （ご参考） 

連結キャッシュ・フロー計算書 

連結貸借対照表の注記事項  
１．有形固定資産の減価償却累計額 
 

２．自 　 己 　 株 　 式 　 数  
 

３．担　保　提　供　資　産 

　　預　　　　　　　　　　金 

　　受　　取　　手　　形  

　　投　資　有　価　証　券 

　　有　形　固　定　資　産 
 

４．受 取 手 形 割 引 残 高 
 

５．受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高 
 

６．債　　務　　保　　証 

　　　（うち実質他社負担額） 

　　　（うち保証予約残高） 
 

７．期 末 日 満 期 手 形  

　　期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。 

　　なお、期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末

　　残高に含まれております。 
　　受　取　手　形 2, 764百万円 支　払　手　形 504百万円 

 
 

会計処理基準に関する事項  
１．重要な資産の評価基準および評価方法 

　　①有 　 価 　 証 　 券 

　　　　時価のあるもの　連結決算日の市場価格等に基づく時価法によってお

ります。 

　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

　　　　時価のないもの　移動平均法による原価法によっております。 

142, 360百万円 
 

1, 059, 196株 
 

 

20百万円 

13, 982百万円 

2, 357百万円 

48, 660百万円 
 

819百万円 
 

180百万円 
 

2, 503百万円 

（796百万円） 

（33百万円） 

1．営業活動によるキャッシュ・フロー 

2．投資活動によるキャッシュ・フロー 

3．財務活動によるキャッシュ・フロー 

4．現金及び現金同等物の増加額 

5．現金及び現金同等物期首残高 

6．現金及び現金同等物期末残高 

２5, 180 

　△ 651 

△ 22, 490 

2, 038 

12, 329 

14, 368

（平成14年6月1日から平成15年5月31日まで） （単位：百万円） 

項　　　　　　　目 金　　　額 



　当社と立山アルミニウム工業株式会社（以下、総称して「両
社」といいます。）は本年２月24日、平成15年12月１日をもっ
て両社を完全子会社とする完全親会社「三協・立山ホールディ
ングス株式会社」を、共同して商法第364条に定める株式移転
により設立することに合意し、７月30日に「株式移転契約書」
に正式調印し、８月28日開催の当社第58回定時株主総会なら
びに同日開催の立山アルミニウム工業株式会社の臨時株主総
会において、それぞれご承認をいただきました。 
　建材市場が依然として厳しい状況にあるなか、リフォーム
などの新規市場の開拓を狙った他業種とのアライアンスの進
行、アジアを中心とした海外調達・生産によるコスト競争力
の強化拡大など、両社を取り巻く環境が大きく変化している
との共通認識のもと、グループ全体の最適化や効率化を強力
に推進し、事業の発展をより確実かつ迅速に実現するには、
共同して株式移転により両社を完全子会社とする「三協・立
山ホールディングス株式会社」を設立することが最善の選択
であるとの判断に至ったことによるものであります。 
　「三協・立山ホールディングス株式会社」のもとに再編さ
れる新しい「三協・立山グループ」は、生産、購買、物流等諸
部門の統合によるコストの削減等により平成19年５月期にお
いて、「連結売上高：3,660億円」「連結経常利益：190億円」
を目指します。 
　なお、株式移転に際し、「三協・立山ホールディングス株式
会社」は普通株式328,596,314株を発行し、両社株主に対して、
以下の割合で同社株式を割り当てます。 

　・当社株主 
　　当社普通株式１株につき「三協・立山ホールディングス
　　株式会社」の普通株式１株 
　・立山アルミニウム工業株式会社株主 
　　立山アルミニウム工業株式会社普通株式１株につき「三
　　協・立山ホールディングス株式会社」の普通株式１株 
　また、「三協・立山ホールディングス株式会社」は、株式移
転に際して「三協・立山ホールディングス株式会社」の普通
株式の交付を受ける立山アルミニウム工業株式会社の株主に
対し、その所有する同社普通株式１株につき６円の株式移転
交付金を支払います。 

 
〈「三協・立山ホールディングス株式会社」の概要〉 
 
　１．設　　　　　立　　平成15年12月１日を予定 
　２．資　　本　　金　　150億円 
　３．決　　算　　期　　５月31日 
　４．本 店 所 在 地　　富山県高岡市早川70番地 
　５．事　業　内　容　　アルミニウム製住宅用建材・ビル

用建材等の開発・製造・加工・販
売を主として行う子会社の株式を
保有することにより当該子会社の
事業活動を支配・管理すること 

　６．１単元の株式の数　　1,000株 
　７．公告掲載新聞　　日本経済新聞および北日本新聞 
　８．取　　締　　役　　代表取締役会長　　川　村　人　志 
　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　　要　明　英　雄 
　　　　　　　　　　　　取　締　役　　竹　平　栄太郎 
　　　　　　　　　　　　取　締　役　　長ヶ部　武　徳 
　　　　　　　　　　　　取　締　役　　大　寺　幸　治 
　　　　　　　　　　　　取　締　役　　大　石　幸　男 
　　　　　　　　　　　　取　締　役　　川　�　清　司 
　　　　　　　　　　　　取　締　役　　駒　方　米　弘 
　　　　　　　　　　　　取締役（非常勤）　藤　田　衛　治 
　９．監　　査　　役　　常勤監査役　　中　川　守　男 
　　　　　　　　　　　　監　査　役　　丸　山　三樹雄 
　　　　　　　　　　　　監　査　役　　伊　勢　雅　男 
　　　　　　　　　　　　監　査　役　　立　浪　重　建 
　10．上場証券取引所　　東京、大阪、名古屋の各証券取引

所に新規上場申請の予定 

三協・立山ホールディングス株式会社  設立 

川　村　人　志  当社代表取締役社長（左）と 

要　明　英　雄  立山アルミニウム工業㈱代表取締役社長 



……………………………昭和３５年６月２０日 
……………………………２８,３９９,２７３,８８１円 
………………………………………４,７０５名 

…………………３９１,７１２,５８８株 
…………………２７３,３５７,７５９株 

 
………………………………………３２,００５名 

 
…………………………………………１，９２６件 

………………………………… ６７，２８９，１７５株 

創　　立 
資 本 金 
従業員数 
発行する株式の総数 
発 行 済 株 式 総 数 

 
株 主 数 

株式の異動 
　名義書換件数 
　名義書換株数 

株式等の状況 

地域別株式分布状況 

（平成15年5月31日現在） 

所有株数別株式分布状況 

所有者別株式分布状況 

大株主（上位１０名） 

商法第212条の規定に基づき、平成15年５月30日をもって、自己株式8, 287, 412株
を消却いたしました。これにより、発行する株式の総数および発行済株式の総数
が前期末（平成14年５月31日）よりそれぞれ8, 287, 412株減少しております。 

（注） 

133,027,396株 
（48.67％）　 

5,864,925株 
（2.15％） 

74,986,595株 
（27.43％） 

2,062,842株 
（0.75％） 

　株式数  57,416,001株 
（21.00％） 

株主数 

証券会社 

外国人 
　個
人・
その
他　
　　

　　
その
他法
人　
　　

金融
機関

31,239名（97.61％） 

43名（0.13％） 

625名（1.95％） 

42名（0.13％） 

56名（0.18％） 

北海道  315名（0.98％） 
769,746株（0.28％） 

東北  583名（1.82％） 
1,495,288株（0.54％） 

中部  11,406名（35.67％） 
130,822,873株（47.86％） 

外国  32名（0.10％） 
4,607,925株（1.69％） 

近畿  6,652名（20.78％） 
54,691,605株（20.01％） 

中国  1,416名（4.41％） 
3,759,156株（1.38％） 

九州  1,385名（4.32％） 
3,036,934株（1.12％） 

四国  812名（2.53％） 
2,380,636株（0.86％） 

関東  9,404名（29.39％） 
71,793,596株（26.26％） 

区　　　分 

合　　　計 

株主数 

１，０００株未満 

１，０００株以上 

５，０００株以上 

１０，０００株以上 

５０，０００株以上 

１００，０００株以上 

１，０００，０００株以上 

9,327 

１7,822 

2 ,468 

2 ,076 

142 

137 

33 

32 ,005

名 

比　率 株 式 数 

29.14 

55 .70 

7 .71 

6 .49 

0 .44 

0 .42 

0 .10 

100.00

2 ,919 ,088 

31 ,398 ,118 

15 ,325 ,514 

34 ,674 ,856 

9 ,551 ,088 

32 ,611 ,135 

146,877 ,960 

273,357 ,759

％ 

比　率 

1.08 

11 .49 

5 .61 

12 .68 

3 .49 

11 .93 

53 .72 

100.00

％ 株 

株　　　主　　　名 所有株式数 

18, 462, 780 

13 , 639 , 398 

12 , 113 , 200 

8 , 898 , 285 

8 , 805 , 461 

8 , 732 , 000 

6 , 198 , 961 

5 , 630 , 330 

5 , 008 , 000 

4 , 829 , 975

株 

議決権比率 

6. 97 

5 . 15 

4 . 57 

3 . 36 

3 . 32 

3 . 30 

2 . 34 

2 . 13 

1 . 89 

1 . 82

％ 
住友化学工業株式会社 

立山アルミニウム工業株式会社 

三協アルミ自社株投資会 

株 式 会 社 北 陸 銀 行  

竹 平 政 太 郎  

住友信託銀行株式会社 

住友軽金属工業株式会社 

三 協 ア ルミ社 友 会  

 

西日本三協アルミ社友会 

日本マスタートラスト信託 
銀行株式会社（信託口） 



取締役および監査役、執行役員 会社の概要 （平成15年5月31日現在） （平成15年8月28日現在） 

取締役および監査役 

代表取締役社長 

代表取締役副社長 

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

監　査　役（常勤） 

監　査　役（常勤） 

監　査　役（常勤） 

監 　 査 　 役  

川　村　人　志 
長ヶ部　武　徳 
大 寺 幸 治  
大 石 幸 男  
中 川 守 男  
駒 方 米 弘  
小 山 智 克  
永 田 　 等  
伊 東 　 建  
島 勲  
藤 木 正 和  
中 坪 　 晋  
立 浪 重 建  
黒 崎 康 夫  
深 川 　 務  
南 出 修 宏  

取 締 役  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監 査 役  

本　　社 
 
東京本社 
 
  
工 場  
 
  
支 店  
 
 
 

 

 

 

 

 

  

営 業 所   

出 張 所  

〒９３３－８６１０　富山県高岡市早川７０番地 
ＴＥＬ（０７６６）２０－２２１４ 

〒１０７－８５３６　東京都港区赤坂３丁目３番３号 
住友生命赤坂ビル内 
ＴＥＬ（０３）３５８６－８４２１  

佐加野工場（高岡市）、福光工場、福野工場、氷見工場、
新湊工場、新湊マテリアル工場（いずれも富山県内）、
九州工場（八女市）  

札幌、仙台、水戸、宇都宮、前橋、関東統括（港区）、
長野、新潟、富山、北陸（金沢市）、静岡、名古屋統
括（名古屋市）、京都、関西統括（大阪市）、広島、四
国（高松市）、福岡 

 

 

 

 

 

  

盛岡など３１か所  

道東（帯広市）など１３か所 

主要な事業内容 

（注）監査役  黒崎康夫ならびに南出修宏の両氏は、「株式会社の監査等 
　　　に関する商法の特例に関する法律」第１８条第１項に定める社外監 
　　　査役であります。 

ビル建材支店 

住宅建材支店 

エクステリア支店 

 

マテリアル支店 

　　　営業部 

関東（港　区）、名古屋、関西（大阪市） 

関東（新宿区）、名古屋、関西（吹田市） 

関東（新宿区）、東海（名古屋市）、 

関西（吹田市） 

関東（港区）、名古屋、関西（大阪市） 

埼玉（さいたま市）、千葉、横浜 

 

執　行　役　員 

川 村 人 志  

長ヶ部 武　徳 

大 寺 幸 治  

大 石 幸 男  

中 川 守 男  

駒 方 米 弘  

小 山 智 克  

永 田 　 等  

伊 東 　 建  

島 　 勲  

藤 木 正 和  

中 坪 　 晋  

中 村 克 之  

沖 　 善 成  

常 木 義 雄  

内　島　錬一郎 

吉 野 武 司  

稲 場 大 二  

福 島 広 之  

山 本 勇 三  

三 島 哲 文  

釣 　 伸 一  

向 野 光 雄  

執行役員 
社 長  

常 務  
執行役員 

執行役員 
副 社 長  執行役員 

執行役員 

執行役員 

執行役員 

執行役員 

執行役員 

執行役員 

執行役員 

執行役員 

執行役員 

専 務  
執行役員 

専 務  
執行役員 

専 務  
執行役員 

常 務  
執行役員 

常 務  
執行役員 

常 務  
執行役員 

常 務  
執行役員 

常 務  
執行役員 

常 務  
執行役員 

常 務  
執行役員 

部　門 

ビル用建材 
製　　　品 

住宅用建材 
製　　　品 

マテリアル他 

主　　　要　　　製　　　品 

ビル用サッシ・ドア、カーテンウォール、トップライト、 
ハンガー引戸、 改装材（サッシ、玄関ドア、外壁材、手摺）、 
フロント材、パーティション、内外装材（スパンドレル、 
外装ルーバー、天井材）、建装金物（手摺、笠木、エキス 
パンションジョイントカバー）、 室内建具、太陽光発電シス 
テム、各種建材、形材 

住宅用サッシ、玄関（勝手口）ドア・引戸、浴室ドア・引戸、 
出窓、飾り窓、網戸、雨戸、窓シャッター、窓まわり商品、 
インテリア建材（室内建具、クローゼット、玄関収納、床材、 
階段、床下収納庫）、門柱、門扉、フェンス、カーテンゲート、 
カーポート、バルコニー、テラス、手摺、サンルーム、木製 
デッキ、風除室、サイディング、パブリックエクステリア 
（シェルター、 防護柵）、 形材 

形材（輸送関連機器用、電気・電子関連機器用）、 浮子、 
製造プラント建設、その他 



株主メモ 

¡決算期日 
　５月31日 

¡定時株主総会 
　８月 

¡基 準 日 
　定時株主総会　５月31日 
　利益配当金　５月31日 
　中間配当金　11月30日 
　その他必要があるときは基準日を定め、 
　あらかじめ公告します。 

¡公告の方法 
　日本経済新聞および北日本新聞に掲載し 
　ます。ただし、「株式会社の監査等に関 
　する商法の特例に関する法律」第16条第 
　３項に定める貸借対照表および損益計算 
　書に係る情報は、インターネットホーム 
　ページ（http://www.sankyoalumi.co. jp/ 
　sa＿set/set.htm）において提供します。 

¡名義書換代理人 
　大阪市中央区北浜四丁目５番33号 
　住友信託銀行株式会社 
　同事務取扱場所 
　大阪市中央区北浜四丁目５番33号 
　住友信託銀行株式会社　証券代行部 

〈郵便物送付先〉 
　〒183－8701 
　東京都府中市日鋼町１番10 
　住友信託銀行株式会社　証券代行部 

〈電話照会先〉 
  （住所変更等用紙のご請求）7 0120－175－417 
  （その 他 のご照 会）7 0120－176－417 

〈インターネットホームページＵＲＬ〉 
　http://www.sumitomotrust.co. jp/ 
　STA/retail/service /daiko/index.html 

　同　取　次　所 
　住友信託銀行株式会社　全国各支店 

¡上場証券取引所 
　東京・大阪両証券取引所 

〒９３３－８６１０  富山県高岡市早川７０番地  ＴＥＬ（０７６６）２０－２２１４ 
インターネットホームページＵＲＬ  ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｓａｎｋｙｏａｌｕｍｉ．ｃｏ．ｊｐ／ 

¡本事業報告書には、古紙配合率１００％の再生紙 
　と大豆油インキを使用しています。 


